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る。本論文は従来研究が手薄であった麦(小 麦 ・大麦 ・裸麦)政 策 にっいて、明治以降の
展開過程を分析することを課題 とし、それを通 じて以下の問題を明らかにする。すなわち、






麦政策の展開論理 ・性格を正確 に把握するためには米政策 と関連させる必要がある。




麦の需給に関する諸政策 一 生産部面 ・流通部面 ・貿易部面(・ 消費部面)に 対する諸政
策 一 の総体 として捉 え、これを 「麦需給政策 」とする。同様に米政策は 「米需給政策 」、
食糧政策は各食糧品の需給政策の総合として 「食糧需給政策 」とす る。
以上の2点 を踏まえて、具体的には、麦需給政策が 日本資本主義の動向に対応してどの





制のために引 き上げが行われたが、これは同時 に 「19世紀末農業恐慌 」の余韻で価格が低
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迷 していた小麦の国際市場か ら国内市場を遮断するという生産者対策=生 産者 「保護 」の
性格を帯び るものであった。その後1918年に 「米騒動 」が発生す ると、麦需給政策の目的
は 「国民の食糧消費の安定化 」=消費者対策=消 費者 「保護」となり、同様の目的をもっ
た米需給政策を最大限に補完することになった。そこでの政策の構造は、輸出制限 ・政府
輸入 ・輸入税率引き下げないし免除[貿 易部面]と 開墾助成事業 ・生産技術対策[生 産部
面]に よって麦供給確保 ・増大を追求 し、政府の市場介入[流 通部面]に よって資本によ
る麦の買い占め ・売り惜 しみを排除 しようとするもの となった。その後1932年に、国際収
ヘペ
　
支の逆調基調 と昭和農業恐慌を背景として 「小麦3百万石増殖5ヶ年計画 」が樹立されると、
麦需給政策は生産者対策=生 産者 「保護 」を目的 として、小麦輸入抑制 と小麦生産者手取
価格の引 き上げのために、輸入税率の大幅引 き上げ[貿 易部面]と 、生産者の自主的販売
統制 に対する政府援助を行った[生 産部面]。 このような中で、麦需給政策は生産 ・流通




戦時期に入 ると、軍需品の優先的輸入を目的 とした外貨節約の ため、麦需給政策は輸入
に対する国家統制を開始 した。しかし、食糧需給が逼迫基調に転化するにともない、政策
の最大目的は 「国民の食糧消費の安定化 」=消費者対策=消 費者 「保護 」となった。そし
て、需給逼迫の進行 とともに、麦需給政策は生産 ・流通 ・貿易の各部面 に対する国家管理
・統制を次第 に強め、これらを体系的に整備す る中で、国家による食糧の一元的管理を定
めた食糧管理法に合流 した。その下で麦需給政策は、国内か らの麦流出防止を目的とした
輸移出(入)統 制[貿 易部面]、 政府の食糧需給操作能力向上のための集荷ルー ト特定 ・
供出制度[流 通部面 〈集荷段階 〉]、 国内生産増大追求のための作付統制 ・政府買入価格
の設定および引き上げ[生 産部面]、 配給総量増大のための製粉歩留率引き上げ、末端配
給量 ・価格安定化のための配給ルー ト特定 ・二重価格制度による政府売渡価格の設定 ・消




敗戦後当初、戦時中以上に逼迫 した食糧需給状況を受けて、麦需給政策は引き続 き 「国
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民の食糧消費の安定化 」=消費者対策=消 費者 「保護 」を最大目的 とした。そのため、国
家の一元的管理 富直接統制形態が引き継がれ、戦時期 と同 じく、同様の目的を持っ米需給
政策 と一体的に運用され た。また、麦需給政策 は当時の日本経済の最大課題であったイン
フ レ収束対策 と整合性を持っようにも要請された。これに対応して麦需給政策は以下のよ
うな構造をもって展開した。すなわち、生産量増大のための政府買入価格の連年引 き上げ
[生産部面]、 政府の食糧需給調整能力向上のための集荷ルー ト特定 ・供出対策(強 権的
措置に加 えて政府買入価格上乗せや生産資材 ・生活物資の特配の実施)[流 通部面 〈集荷
段階 〉]、連合国への食糧援助要請 ・政府輸入 ・輸出規制[貿 易部面]、 配給総量増大の
ための製粉歩留率のさらなる引き上げ、末端配給量 と価格安定化のための配給ルー トの特
定および政府売渡価格設定(イ ンフ レ対策 としてのコス ト主義 ・プール計算)・ 消費規制









「麦ノ再生産 ヲ確保スルコ トヲ旨 トシテ」定め られ る価格で政府が無制限 に買入を行 うと
いう生産者 「保護」的な規定が盛 り込まれた。しか しその後の展開は、日米安保体制およ
びIMF・GATT体 制下、安価な食糧を求めるわが国の資本全般の要求に基本的に沿っ
て輸入依存体制 を作 り上げるものとなり、生産者 「保護」的な規定は事実上空文化された
のである。しかし、生産者の反発を緩和させ るため、流通部面において食糧用外麦の政府







産者の反発を緩和させ るためにとられた 「基本法農政 」の 「選択的拡大」路線 に基づ く畜
産拡大政策によるものであったが、それは他方で飼料の国内生産追求の放棄を意味するも
のであった。以上、間接統制移行後1970年代初頭 までの麦需給政策は、`安 価な食糧の供

















う位置 に規定されて、主軸=米 需給政策に対 して相対的独自の展開論理を持ちっっも、米
需給政策が単独で体制維持=社 会体制安定化の機能を果 たすことがで きない場合には、そ
れは米需給政策を一体的に遂行され、米需給政策を補完する形で食糧需給政策全体 に体制





からの脱却を図 るという課題が改めて提起されていることが明 らか となった。
一137一
論 文 審 査 の 要 旨
本論文は,日 本における麦の需給政策について,明治期から,今 日にいたるまでの,史的展開
過程 と,そ こにおける特徴,性 格を整理 ・分析 したものである。本論文の特微 と意義は次の諸点
にある。













対する低価格政策(生 産老麦価)と によって,麦 の消費量に対する,麦の国内生産量の急激な低
下(麦 自給率の低下)と,日 本農業の特質である:水田二毛作体系の解体とい う事態の発生,と い
う諸点を明らかにした。
これらのことがらを総括的に整理すると,次のようになる。すなわち,麦 需給政策は国際商品





れが国内農業の水田二毛作体系を崩壊 させ,日 本の穀物生産能力を低下 させた。
以上の研究成果は,日本の麦(穀物)需 給政策研究を体系化させるとともに,そ の研究分野に
新知見を加えたものと評価することができる。 よって,本論文提出者に,博土(農 学)の 学位を
授与するに値することについて,審 査員一同は認定 した。
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